
 

 

 

令和７年度屋外広告士試験 

 

問 題 Ａ 

関係法規 

 

試験時間：９:40～10:40（退出可能時間：10:20～10:30） 

 

次の注意をよく読んでから始めてください。 

１．これは問題Ａです。表紙を除き７ページ15問あります。 

２．問題はすべて必須問題です。 

３．氏名・受験地はマークシート解答用紙に記入してください。 

４．受験番号はマークシート解答用紙に記入し、該当する番号欄を鉛筆で塗りつ

ぶしてください。 

５．解答はマークシート解答用紙の番号欄を鉛筆で塗りつぶしてください。 

６．１問に２つ以上解答した場合は正解としません。 

７．解答を訂正する場合は、消しゴムでていねいに消して訂正してください。 

８．マークシート解答用紙は退席の際に回収します。 

９．この問題冊子は持ち帰っても構いません。 

 



 

  



 

令和７年度Ａ － １ － 

【問１】屋外広告物法第１条に定める同法の目的として、適切でないものはどれか。 

１．良好な景観の形成 

２．公衆に対する危害の防止 

３．屋外広告物の内容の規制 

４．屋外広告業の規制 

 

【問２】屋外広告物法にいう屋外広告物に関する記述として、適切なものはどれか。 

１．道路に向けて建築物の外壁に設置された、営利を目的としない内容の看板は、

屋外広告物に該当しない。 

２．街頭で公衆に配布されるスーパーマーケットのチラシは、屋外広告物に該当

する。 

３．ベニヤ板にペンキを塗りたくってあるもので、そこに何らの観念やイメージ

が示されていないものは、屋外広告物に該当しない。 

４．屋外に設置された棚に差し込んで公衆に表示されているパンフレットは、屋

外広告物に該当しない。 

 

【問３】屋外広告物法に定める屋外広告業に当たらないものとして、適切なものは

どれか。 

１．屋外広告物の表示を発注する広告代理店 

２．屋外広告物の設置工事を請け負う元請け業者 

３．屋外広告物の設置工事の下請け業者 

４．屋外広告物の印刷、製作及び表示をする業者 

 

  



 

令和７年度Ａ － ２ － 

【問４】屋外広告物法に関する記述として、適切でないものはどれか。 

１．都道府県は、条例で定めるところにより、広告物の表示について、都道府県

知事に届出をしなければならないとすることができる。 

２．都道府県は、条例で定めるところにより、広告物又は掲出物件について管理

者を設置することとすることができる。 

３．都道府県知事は、条例で定めるところにより、屋外広告物法第３条から第５

条までの規定に基づく条例に違反した広告物を表示した者に対し、当該広告物

を撤去するよう勧告することができる。 

４．都道府県知事は、屋外広告物法第７条第４項に規定する簡易除却によりはり

紙を除却したときは、当該はり紙を保管しなければならない。 

 

【問５】屋外広告物法第７条第４項に規定する簡易除却に関する記述として、適切

なものはどれか。 

１．条例に明らかに違反して掲出されている広告旗が工作物に取り付けられてい

る場合、容易に取り外すことができる状態であれば、管理されずに放置されて

いることが明らかでなくても簡易除却を行うことができる。 

２．都道府県知事は、違反広告物を管理する者を確知している場合には、当該違

反広告物について簡易除却を行うことはできない。 

３．条例に明らかに違反して表示されているはり紙であっても、管理されずに放

置されていることが明らかでなければ、簡易除却の対象とならない。 

４．容易に取り外すことができる立看板については、条例に明らかに違反し、管

理されずに放置されていることが明らかであれば、表示してから相当の期間経

過していなくても、簡易除却の対象となる。 

 

  



 

令和７年度Ａ － ３ － 

【問６】屋外広告物条例ガイドラインに関する記述として、適切でないものはどれ

か。 

１．広告物の適正な管理のために専門的知識を有する管理者の設置を義務付ける

規定は、規則で定めるものを除き、すべての広告物について適用される。 

２．広告物が良好な状態に保持されているかどうかは、表示した当初の当該広告

物の機能をほとんどそのまま保持しているかどうかにより判断される。 

３．広告物の本体、接合部、支持部分等の劣化および損傷の状況の点検は、屋外

広告士その他これと同等以上の知識を有する者によって行われなければならな

い。 

４．広告物を良好な状態に保持するために必要な管理を行う義務（管理義務）に

ついての規定は、許可の要否を問わず、すべての広告物について適用される。 

 

【問７】屋外広告物条例ガイドライン第３条の定める、広告物を表示し、又は掲出

物件を設置してはならない地域又は場所として適切なものはどれか。 

１．景観計画区域 

２．都市公園の区域 

３．第一種住居地域 

４．臨港地区 

 

【問８】屋外広告物条例ガイドライン第５条第１項所定の物件への表示が禁止され

る広告物として、適切なものはどれか。 

１．史跡名勝天然記念物の管理に必要な標識 

２．公職選挙法による選挙運動のために使用するポスター 

３．政治資金規正法に基づく届出を行った政治団体が政治活動のために表示する

はり紙のうち、規則で定める基準に適合するもの 

４．法人が表示する広告物のうち、その広告料収入を地域における公共的な取組

として知事が定めるものに要する費用に充てるもので、かつ知事の許可を受け

たもの 

  



 

令和７年度Ａ － ４ － 

【問９】屋外広告物条例ガイドラインに関する記述として、適切でないものはどれ

か。 

１．屋外広告業者は、ある都道府県の区域内で屋外広告業を廃止した場合には、

屋外広告業全体を廃止せずとも、その旨を当該都道府県の知事に届け出なけれ

ばならない。 

２．屋外広告業者は、営業を行う都道府県の区域ごとに中心的役割を担う営業所

において一定の資格を有する業務主任者を選任しなければならない。 

３．屋外広告業者は、規則で定めるところにより、営業所ごとに、商号、名称又

は氏名、登録番号その他規則で定める事項を記載した標識を、公衆の見やすい

場所に掲げておかなければならない。 

４．屋外広告業者は、規則で定めるところにより、その営業に関する事項であっ

て規則で定めるものを記載した帳簿を営業所ごとに備えるとともに、当該帳簿

の閉鎖後も一定期間、これを保存しておかなければならない。 

 

【問10】屋外広告物条例ガイドラインに関する記述として、適切なものはどれか。 

１．この条例の規定により知事が行う許可の期間は、２年を超えることができな

い。 

２．広告物の表示が、規則で定められた許可の基準に適合しない場合については、

知事がこれを許可する余地はない。 

３．広告物の所有者等に課される管理義務に関する規定は、禁止地域内で許可を

受けて広告物が表示される場合に限って適用される。 

４．この条例の規定による許可を受けた者が当該許可に係る広告物又は掲出物件

に貼付する証票には、当該許可の期限が明示されていなければならない。 

 

  



 

令和７年度Ａ － ５ － 

【問11】景観法に関する記述として、適切でないものはどれか。 

１．景観行政団体の長は、景観重要建造物の指定をしようとするときは、あらか

じめ、そのすべての所有者の意見を聴かなければならず、景観重要樹木の指定

をしようとするときも、あらかじめ、そのすべての所有者の意見を聴かなけれ

ばならない。 

２．景観整備機構は、景観重要樹木の適切な管理のため必要があると認めるとき

は、景観行政団体の長の認可を受けることなく、その所有者と管理協定を締結

することができる。 

３．何人も、景観行政団体の長の許可を受けなければ、景観重要建造物の増築、

改築、移転若しくは除却、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は

色彩の変更をしてはならないが、非常災害のため必要な応急措置として行う行

為については、この限りでない。 

４．景観行政団体は、景観重要建造物の管理の方法の基準を条例で定めることが

でき、景観重要樹木の管理の方法の基準も条例で定めることができる。 

 

【問12】建築基準法に関する記述として、適切でないものはどれか。 

１．高さが４メートルを超える広告塔を設置する工事を行う際には、工事の施工

者は、当該工事現場の見やすい場所に工事施工者等の氏名又は名称並びに建築

確認があった旨を表示しなければならない。 

２．高さが20メートルを超える広告塔には、周囲の状況によって安全上支障がな

い場合を除き、有効に避雷設備を設けなければならない。 

３．高さが４メートルを超える広告塔の建築工事を完了した場合においては、遅

滞なく建築主事の建築確認を受けなければならない。 

４．防火地域内においては、高さが３メートルを超える広告塔は、その主要な部

分を不燃材料で造り、又はおおわなければならない。 

 

  



 

令和７年度Ａ － ６ － 

【問13】道路法に関する記述として、適切なものはどれか。 

１．高架の道路の路面下に広場を設ける場合と自動車専用道路で電気自動車の充

電施設を設ける場合の双方とも、道路管理者から道路占用の許可を受けなけれ

ばならない。 

２．高架の道路の路面下に広場を設ける場合、道路管理者から道路占用の許可を

受けなければならないが、自動車専用道路で電気自動車の充電施設を設ける場

合、道路管理者から道路占用の許可を受ける必要はない。 

３．高架の道路の路面下に広場を設ける場合、道路管理者から道路占用の許可を

受ける必要はないが、自動車専用道路で電気自動車の充電施設を設ける場合、

道路管理者から道路占用の許可を受けなければならない。 

４．高架の道路の路面下に広場を設ける場合と自動車専用道路で電気自動車の充

電施設を設ける場合の双方とも、道路管理者から道路占用の許可を受ける必要

はない。 

 

【問14】労働安全衛生法に関する記述として、適切でないものはどれか。 

１．事業者は、労働安全衛生法所定の産業医による勧告を受けたときは、当該勧

告の内容を衛生委員会又は安全衛生委員会に報告しなければならない。 

２．事業者は、労働安全衛生法所定の事業場ごとに、労働者の危険防止の基本と

なるべき対策に関する事項を調査審議させ、事業者に対し意見を述べさせるた

め、安全委員会を設けなければならない。 

３．事業者は、建築物の骨組みであって、金属製の部材により構成されるものを

組み立てる作業については、その高さにかかわらず、作業主任者を選任しなけ

ればならない。 

４．事業者は、建設業について、常時100人以上の労働者を使用する事業場ごとに、

総括安全衛生管理者を選任し、労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関す

る業務を統括管理させなければならない。 

 

  



 

令和７年度Ａ － ７ － 

【問15】建設業法に関する記述として、適切でないものはどれか。 

１．建設業者は、その請け負った建設工事を施工する時は、請負代金の額にかか

わらず、工事現場ごとに専任の主任技術者を置かなければならない。 

２．建設工事の請負契約の当事者は、工事内容及び請負代金の額を書面に記載し、

署名又は記名押印をして相互に交付しなければならない。 

３．建設業の許可は、二つ以上の都道府県の区域内に営業所を設けて建設業を営

もうとする場合については国土交通大臣が、一つの都道府県の区域内にのみ営

業所を設けて建設業を営もうとする場合については都道府県知事が行うことと

されている。 

４．建設業の許可の有効期間は５年とされており、引き続き建設業を営もうとす

る場合には、許可の更新を受けなければならない。 

 


